
 

 

 

 

小金井キャンパス教職課程センター通信 

「こがねい」    NO.6 2026/7/23 
西館 B1 kkck★ml.hosei.ac.jp （★をアットマークに変えてください） 

教員採⽤試験 1 次が終了しました。さて、来年度受験を考えている皆さんの番です。 
2027 年度から始まる公⽴⼩中⾼校などの教員採⽤試験の共通実施について、⽂部科学省は、4 ⽉ 30 ⽇

に以下のように発表しました。 

 教員採⽤選考の共同実施については、５１⾃治体で、令和９年度から「共通問題配付⽅式」によ
る実施に向け、引き続き協議中（⽂部科学省は事務局の補佐として参画）。 
５１⾃治体   ※令和８年４⽉時点 

北海道、⻘森県、宮城県、秋⽥県、⼭形県、福島県、茨城県、栃⽊県、新潟県、富⼭県、⽯川県、 
福井県、⼭梨県、⻑野県、岐⾩県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、⼤阪府、奈良県、 
和歌⼭県、島根県、⼭⼝県、徳島県、⾹川県、愛媛県、⾼知県、福岡県、佐賀県、⻑崎県、熊本県、 
⼤分県、宮崎県、⿅児島県、沖縄県、 
札幌市、仙台市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、⼤阪市、堺市、神⼾市、北九州市、 
福岡市、熊本市、⼤阪府豊能地区 

採⽤試験を実施する 68 ⾃治体の３/４。東京や周辺の埼⽟、千葉、神奈川などは参加を⾒送る。 

 令和８年４⽉時点で、以下の内容を合意。 
 ５／８（⼟）、６／１２（⼟）、７／１０（⼟）の３⽇程で実施し、別途予備⽇も設定 
 教養試験（⼀般教養+教職教養）と教科専門試験の問題を作成 
 中⾼の教科専門試験については、基本的に⾼校レベルの専門性が確認できる共通問題を使⽤、 
 ⼀部教科については、共通問題+選択問題の形式 
 各⾃治体において、試験問題及び試験時間を含む時程の改編は⾃由。ただし、時程の改編は、教養試

験・教科専門試験それぞれに「コアタイム」を設け、その時間帯は外さないことが条件 

【共同実施の実施教科等について】 
 ⼆次試験も含めた試験の質の向上は、共同実施の重要な目的の⼀つ。令和７年度、⽂部科学省の事

業として、共同実施に向けたモデル問題を作成。 
 各⾃治体で実施している従来の教員採⽤選考をベースに、 

例えば他教科との連関や、⽇常⽣活や授業での指導の中で⽣じ得るような場⾯設定などにより、 
単純な知識再⽣型の問題ではなく、教師に求められる資質・能⼒（思考⼒・判断⼒・表現⼒等）の
より効果的な評価を図っている。 

 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【中⾼教科専門試験の問題について】 
 共同実施を通じて試験問題の質を向上 させ、質の⾼い教員を確保することが重要。 
 そこで、試験作成にあたっては、以下の観点を考慮する必要がある。  

 中学校から⾼等学校にかけては、学習内容の連続性が⾼く、中学校教師に求められる教科専門
性が⾼校教師よりも低いわけではない 

 また、⼤学における教員養成においては、教育職員免許法施⾏規則に定める、教科毎に修得が
必要な事項の 名称が中学校・⾼等学校で同⼀である場合は、両学校種で科目を共通に開設す
ることがほとんどであり、学校種で能⼒に差をつけることを想定していない  

 
 

 中⾼教科専門の試験問題は、原則として共通問題を使⽤し、⾼校レベルの専門性が確認できるもの
とする。 

 ただし、中学と⾼校で試験問題を分けた⽅が良いという意⾒の多かった 社会・理科・数学について
は、以下のとおりとする。 
 社会・理科については、「共通問題＋選択問題」の構成をとったうえで、選択問題部分に中学

校⽤のカテゴリーを設け、中学校固有の内容（指導法に関する内容等）を出題する。 
 数学については、「共通問題＋選択問題」の構成をとり、選択問題において、中学校・⾼校そ

れぞれに固有の内容（指導法に関する内容、数学Ⅲに関する内容等）を出題する。 
 社会・理科の選択問題に１０問、数学の選択問題に５問をそれぞれ追加する。 
 その他、細分化したい教科や、独⾃に問いたい内容等については、各⾃治体において問題を改

編をすることや、⼆次試験の内容を⼯夫することで対応が可能 

【共同実施に向けたモデル問題】

 

 

 


